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東 部 大 阪 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

（都市計画区域マスタープラン） 

令和  年  月 

大 阪 府 
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第　一　種　低　層
住居専用地域

約　10　ha 10/10以下 5/10以下 10ｍ 0.8%

第一種　中　高　層
住居専用地域

約　30　ha 20/10以下 6/10以下 2.5%

第二種　中　高　層
住居専用地域

約　326　ha 20/10以下 6/10以下 27.3%

第 一 種 住 居 約　128　ha 20／10以下 6／10以下 10.7%

地 域

第 二 種 住 居 約　166　ha 20／10以下 6／10以下 13.8%

地 域 約　8.2　ha 30／10以下 6／10以下 0.7%

約　5.6　ha 30／10以下 8／10以下 0.5%

小 計 約　180  ha 15.0%

準　　住　　居 約　0.4　ha 20／10以下 6／10以下 0.0%

地 域 約　0.7　ha 30／10以下 6／10以下 0.1%

小 計 約　1.1　ha 0.1%

近 隣 商 業 地 域 約　2.8　ha 20／10以下 8／10以下 0.2%

約　50　ha 30／10以下 8／10以下 4.2%

約　3.5　ha 40／10以下 8／10以下 0.3%

小 計 約　56　ha 4.7%

商　業　地　域 約　18　ha 40／10以下 8／10以下 1.5%

準 工 業 地 域 約　436　ha 20／10以下 6／10以下 36.4%

約　7.8　ha 30／10以下 8／10以下 0.7%

小 計 約　444　ha 37.0%

工　業　地　域 約　6.2　ha 20／10以下 6／10以下 0.5%

合 計 約　1199　ha 100%

「種類、位置、区域は計画図表示のとおり」

高　さ　の　限　度

東部大阪都市計画用途地域の変更（門真市決定）

東部大阪都市計画用途地域を次のように変更する。

種 類 面 積
建 築 物 の 建 築 物 の 建　築　物　の

備 考
容 積 率 建 ぺ い 率
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理 由 

 北島東第２地区の市街化区域編入に伴い、計画的な土地利用を図り、良好な

市街地の形成と土地の合理的な利用を図るため、本案のとおり用途地域を変更

しようとするものです。 
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計画図

令和２年度

東部大阪都市計画

用途地域の変更

（門真市決定）

S=1/2500

例

地　域　界　の　種　別

用　途　地　域　の　表　示

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準 住 居 地 域

近隣商業地域

商　業　地　域

準 工 業 地 域

工　業　地　域

容積率

道路、河川等の地形
地物による地域界
道路、鉄軌道等から
の後退線その他見通
し線による地域界

+ +
○○ｍ

10
10
5
10

容積率

凡

例

地　域　界　の　種　別

用　途　地　域　の　表　示

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準 住 居 地 域

近隣商業地域

商　業　地　域

準 工 業 地 域

工　業　地　域

容積率

道路、河川等の地形
地物による地域界
道路、鉄軌道等から
の後退線その他見通
し線による地域界

+ +
○○ｍ

10
10
5
10

容積率

凡

準 工 業 地 域

第一種中高層住居専用地域

20
10
6
10

20
10
6
10
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東部大阪都市計画防火地域及び準防火地域の変更（門真市決定） 

都市計画防火地域及び準防火地域を次のように変更する。 

種類 面積 備考 

防火地域 

準防火地域 

約   28ha 

約  1171ha 

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 
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理 由 

 北島東第２地区の市街化区域編入に伴い、地区の不燃化を促進するため、本

案のとおり防火地域及び準防火地域を変更しようとするものである。 
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防火地域

凡例

準防火地域

計画図

令和２年度

東部大阪都市計画

防火・準防火地域の変更

（門真市決定）

S=1/2500
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東部大阪都市計画土地区画整理事業の決定（門真市決定） 

名 称 門真市北島東第２土地区画整理事業 

面 積 約 2.3ｈａ 

公
共
施
設
の
配
置

道 路 

種 別 名 称 
これらについては、別に都市計

画において定めるとおりとする。 
幹線街路 桑才下馬伏線 

地区内及び隣接地域の安全性と利便性を高めるため、区画道路（幅

員 12.0ｍ）を配置する。 

公 園 及 び 緑 地 

公園の面積については、計画人口 1 人当たり３㎡以上かつ施行区域

面積の３％以上となるよう計画し、更に施行区域面積の３％以上の緑

地を配置し、生活環境の保全を図る。なお、公園及び緑地の合計面積

については、2,100 ㎡以上となるよう計画する。 

その他の公共施設 本事業の開発のため調整池の配置を行う。 

宅地の整備 

第二京阪道路を活用した物流業務地区（約 1.5ha）を適切に配置し、

複合業務地区（約 0.8ha）は生活利便施設の誘導と共に、農地を集約

し、互いの環境に配慮した計画的な土地利用とする。 

「施行区域は計画図表示のとおり」 

東部大阪都市計画土地区画整理事業（北島東第２地区）を次のように決定する 
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理 由 

区域区分の変更により市街化区域への編入をするにあたり、公共施設の整備、改善及び土地利用の増進を

図るため、本案のとおり土地区画整理事業を決定するものである。 
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土地区画整理事業施行区域（2.3ha）

都市計画道路

3・4・223-7桑才下馬伏線（W=18.0m)

令和２

第
二
京
阪
道
路

1・
2・
22
3-
1 大
阪
枚
方
京
都
線

3・
1・
22
3-
2 大
阪
枚
方
京
都
線
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東部大阪都市計画地区計画の決定（門真市決定）  

東部大阪都市計画地区計画（北島東第２地区）を次のように決定する。  

１．地区計画の方針  

名  称  北島東第２地区地区計画  

位  置  門真市大字北島、大字打越、大字野口の各一部  

面  積  約 2.5ha 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

地区計画の

目標  

当地区は門真市の南東部にあって大阪メトロ長堀鶴見緑地線門真南

駅から北東約１ km に位置し、第二京阪道路が地区の西側を通る利便性

の高い地区である。  

門真市都市計画マスタープランにおいて、中部まちづくり整備ゾーン

に位置づけられていることから、土地区画整理事業による基盤整備を行

い、広域交通網を活かした物流施設を配置する。また、幹線道路沿道に

相応しい業務施設を誘導すると共に公園・緑地を適切に配置することに

より、緑豊かで計画的な都市の形成を目標とする。  

土 地 利 用 の

方針  

地区計画の目標を実現するため、物流業務地区には第二京阪道路の広

域交通機能を活用した物流施設を適切に配置し、複合業務地区には道路

沿道サービス系施設及び生活利便施設の誘導と共に既存集落と調和を

図った計画的な土地利用とする  

地 区 施 設 の

整備の方針  

区画道路を地区施設とし、これらの機能・環境が損なわれないよう維

持・保全を図る。  

公園については、適切に配置し、安全・安心で緑豊かな空間の保全・

拡充を図る。  

建 築 物 等 の

整備の方針  

物流業務地区については、高度な土地活用を促進し、複合業務地区に

ついては、ゆとりある街並みと賑わいの創出に繋げるため、以下の制限

を設ける。  

空間の創出及び用途混在の防止のため、建築物の用途の制限、高さの

最高限度、敷地面積の最低限度及び壁面の位置の制限を定める。  

緑豊かな街並みによる良好な地域環境の形成とゆとりある景観を創

出し、防犯性の向上を図るため、かき又はさくの構造制限を定める。  

緑 化 等 の 保

全 に 関 す る

方針  

みどりの大阪推進計画に基づく「みどりの風促進区域」内であること

を意識し、緑にあふれ潤いのある良好な環境を形成するため、建築物の

緑化率の最低限度を定める。  
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２．地区整備計画  

地

区

整

備

計

画

地区施設の配置及

び規模  
区画道路１号（幅員１２ｍ）  

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

地区
の  

区分  

地区の
名称  

物流業務地区  

(Ａ地区 ) 

複合業務地区  

(Ｂ地区 ) 

地区の

面積  
約１．８ha 約０．７ha 

建 築 物 等 の 用
途の制限  

次に掲げる建築物は建築し
てはならない。  

（１）法別表第二（い）項で定
めるもののうち、第五号及び第
九号を除くもの  

（２）法別表第二（は）項第二
号から第四号で定めるもの  

（３）法別表第二（に）項第四
号及び第六号で定めるもの 

（４）法別表第二（ほ）項第二
号で定めるもの  

（５）法別表第二（り）項第二
号及び第三号で定めるもの  

次に掲げる建築物は建築し
てはならない。  

（１）法別表第二（い）項で定
めるもののうち、第五号、第八
号及び第九号を除くもの  

ただし、本地区計画の都市計

画決定が告示された際、現に住

宅の敷地として使用されてい

る土地について、次の各号のい

ずれかに該当する場合はこの

限りでない  

①その全部を一の敷地として

建築する場合

②土地区画整理法（昭和 29年法

律第 119号）の規定による仮換

地の指定又は換地処分を受け

た土地で、所有権その他の権利

に基づいて、その全部を一の敷

地として建築する場合

（２）法別表第二（は）項第二
号から第四号で定めるもの  

（３）法別表第二（に）項第四
号及び第六号で定めるもの  

（４）法別表第二（ほ）項第二
号で定めるもの  

（５）法別表第二（と）項第四
号で定めるもの  

（６）法別表第二（り）項第二
号及び第三号で定めるもの  
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建 築 物 等 の 高
さの最高限度  ― 

建築物の高さ (地盤面からの
高さによる。 )は、20 メートル
を超えてはならない。ただし、
階段室、昇降機塔、装飾塔、物
見塔、屋窓その他これらに類す
る建築物の屋上部分の水平投
影面積の合計が当該建築物の
建築面積の 8 分の 1 以内の場合
においては、その部分の高さは
5 メートルまでは、当該建築物
の高さに算入しない。  

建 築 物 の 敷 地
面 積 の 最 低 限
度  

建築物の敷地面積の最低限

度は 3000 平方メートルとす

る。  

建築物の敷地面積の最低限度

は 100 平方メートルとする。  

建 築 物 の 緑 化
率の最低限度  

緑化率の最低限度は、建築物
の敷地面積の 10 分の２とす
る。  

―  

壁 面 の 位 置 の
制限  

建築物の壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距
離は、道路に面する部分にあっては、 1 メートル以上、その他
の部分は 50 センチメートル以上とする。  

か き 又 は さ く
等 の 構 造 の 制
限  

道路に面するかき又はさくの構造は、生垣又はフェンス、鉄
柵等透視可能なものとする。ただし、フェンス等の基礎で宅地
地盤面より 60 センチメートル以下のもの及び門柱にあっては
この限りでない。  

備  考  
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理 由 

市街化区域へ編入されることに伴い、第二京阪道路の広域交通網を活かした

土地区画整理事業により計画的な市街化を誘導し、良好な地域環境や景観の維

持保全を図るため、本案のとおり地区計画を決定するものである。 
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地区計画の決定

地区計画の区域

複合業務地区

物流業務地区

複合業務地区

区画道路12ｍ

令和２
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